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【提案の主な内容】
1、子どもの学習権・発達権の保証のために 3項目
2、暮らし応援として 5項目
3、経営支援について 4項目
４、医療・介護職場への支援について 1項目
5、町の対応策について 8項目 となっています。

芝間議員は県職の時福祉現場に長く携わり、福
祉にも造詣が深いことから、共同提案となりまし
た。
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中尾の町道沿い、なんとサルが突然現れ町道
を横切り川べりへ。こちらを見ています。これ
までにニホンシカ、タヌキ、キツネ、ハクビシ
ン、キジにはお目にかかりましたが、サルは初
めて。こんなに身近にサルが現れるなんて。
びっくりです！。

1、子どもの学習権・発達権の保証のために

ケーブルテレビへの未加入世帯へ補助を出し、ケーブ
ルテレビで、授業が受けられるようにしたらどうか。

パソコンは高価で接続費もかかるが、ケーブルテ
レビならば、初期の工事費がかかるが月の維持費は
負担が軽い。自宅のテレビを活用しての授業は現実
的ではないかと考えました。加入と工事費合わせて
16500円、町の補助制度を作ってすべての世帯で
「ケーブルテレビでの授業の視聴ができるように」
との思いからです。24日の登校日に合わせ、学校で
実態を調査することになっています。

2、暮らし応援について

・休校に伴い食費が嵩む子育て世帯に経済
的支援を。生坂村では小中学生一人当たり
1万円、木曽町では世帯に5千円の商品券支
給。「当町でも」と提案しました。

皆さんの声を受けて、町に提案しました。芝間議員と連名。
町民の皆さんから、様々なお声が寄せられ、それを基に提案書としてまとめ、町に提案しま

した。副町長と総務課長が対応。「提案はありがたいです。取り入れられるものがあれば取り
入れたい。」と応えていただきました。

子ども弁当補助券（10枚）配布
4.24の登校日に合わせて、お弁当補助券のつ
いたチラシを配布予定。町内11の飲食店のお
弁当600円を300円で提供。各お店と商工会で

受け渡し。

不足の
時は商工
会へ追加
注文ＯＫ。
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2、暮らし応援の続き・・・・国保税などの保険料の徴収猶予、軽減・免除制度の周知徹底
を。広報などで、活用できる制度の紹介を要望。

５、町の対応策について・・・総合的な相談窓口を作って
・町民の様々なお問い合わせや不安にお答えする総合窓口の設置を要望。ＯＢも活用して、
ワンストップで相談を受け付け、各分野の制度を紹介したり、各部署に繋げることが必要
です。
また10万円の給付金の支給や生活保護などの制度利用などで事務が増大することが予測さ
れるので、役場職員の増員を求めました。
・民生委員・保健師・商工係などで町民の暮らし・こども・経営などの実態を調査、聞き
取りし、それへの対応を提供すること。
・役場の対策本部に議会も入れたらどうかと提案。 （一部をご紹介しました。）

【すでに実施していること】
・小中学校で宿題の提供・チェック 4月24日、5月1日の一斉登校日に確認、提供。
教育プログラムの提供…県の教育委員会作成の各学年向けの授業をパソコンやケーブルテレビ

で配信
・業務のなくなった給食調理員さん方が、布製マスクを160枚作り、1～3年生の子どもたちに提供。
・登校日に図書室で貸し出し…一人3冊。

（さらに3密を避ける工夫で平日の図書室オープンを要望。）
・小学校の校庭で散歩、キャッチボールなど軽い運動ができます。

・「権現の湯」閉鎖を受けて、お風呂のない人向けに「福祉風呂」の開放
高齢者支援係（８８）８４０６へ申し込むと時間指定を受けて、一人1時間の入浴可能。
現在金曜日だけ10：00～15：00まで利用可能。無料です。

・こどもの給食の代わりの「お弁当券」配布 1食300円で提供。
・医療・介護現場にマスクの提供。

皆さんのご意見・ご要望をお聞かせください。

台風19号被害で土砂をかぶった田、いま

だに土砂が撤去されず、用水路は壊れた
まま。今年の作付けはできない田が複数
残っている。芦田川下流

復旧の遅れで作付けできない田にも補償を！

昨年の台風被害を受けた田の復旧状況を見に行っ
た時、田んぼで畦を直している農家の方と対話に。2
枚のうち1枚は「作付けができるが1枚はあきらめ
た」とのこと。
「農業災害共済に入っているので、昨年の台風によ
る減収には補償金がもらえたが、作付けできないも
のには何の保証もない」とのこと。「そんな馬鹿な
ことがあるか」「自然災害の後遺症が残っているの
で補償されて当然ではないか」と佐久市にある「農
業災害共済」の会社を訪ねました。農水省の肝いり
で作られ、国の負担金などで運営されています。
「保険なので、耕作したものに対する補償だけ」と
のこと。これはおかしい。復旧工事が進まないこと
が作付けできない原因ならば、国や県による減収補
償があって当然なのでは？と考えます。皆さんはど
う思いますか。
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